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・改正の検討開始

時期 検討内容

令和３年８月30日

令和３年11月1日

令和３年度第１回中央建築士審査会

・今後の議論の進め方 ・主な議題に対する各団体へのヒアリング結果 ・改正に向けた視点の整理

第１回業務報酬基準検討委員会

令和３年12月３日
・第１回における改正の視点の議論を踏まえた各団体からの意見 ・改正方針の議論

第２回業務報酬基準検討委員会

令和３年12月17日
・改正方針等の中間審議

令和３年度第２回中央建築士審査会

令和４年１月17日
・改正方針の議論 ・アンケート項目・内容・実施方法等の検討

第３回業務報酬基準検討委員会

令和４年３月22日
・調査データとするプロジェクトの期間に係る対応方針の議論
・改正方針の議論、アンケート項目・内容・実施方法等の確認・調整

第５回業務報酬基準検討委員会

１．これまでの検討経緯

５月30日～８月12日 （新築） 業務内容や業務量を把握するアンケート調査の実施（※）
～９月12日 （改修） 2

※ アンケートのプレ調査の実施（１月２４日～２月４日）

令和４年４月21日

・アンケート項目・内容・実施方法等の実施方法等の決定

第６回業務報酬基準検討委員会

※ 調査開始は新築と改修で同日とし、回答事業者の負担軽減のため、〆切は新築を８月12日、改修を９月12日とした。

・改正方針の議論 ・アンケート項目・内容・実施方法等の検討（プレ調査を踏まえた改善）

第４回業務報酬基準検討委員会令和４年２月21日



時期 検討内容

令和４年９月29日
・実態調査結果の分析方法の議論・決定

第７回業務報酬基準検討委員会

令和４年11月７日
・単一類型の略算表（課題と対応方針について、戸建住宅の類型の設定方針について） ・経費率

第８回業務報酬基準検討委員会

令和４年12月19日
・改正検討状況等の中間審議

令和４年度第２回中央建築士審査会

１．これまでの検討経緯
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令和４年12月14日
・単一類型の略算表（課題に対する対応、戸建住宅の類型の設定）

第９回業務報酬基準検討委員会

令和４年９月１日
・改正検討状況等の中間審議

令和４年度第１回中央建築士審査会
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２．前回中建審以降の検討状況

実態調査 回収状況

○事務所調査
・調査対象2,293（前回1,426）事務所のうち、690※（前回658）事務所より回答があり、回収率は30.0％（前
回46.1％）であった。

※.改修工事に回答して、新築工事に回答していない事務所を除外
※事務所調査のみに回答している事務所を除外

○業務量調査
・690事務所から提供を得た3,640サンプルのうち、重複回答のサンプルは対象から除外し、3,464（前回
5,802）サンプルを対象とした。

「業務報酬基準の改正に向けた設計業務及び工事監理等業務に係る実態調査」の結果

＜参考： 改修工事の回収状況（速報値）＞

○事務所調査
・調査対象2,293（前回1,426）事務所のうち、79※事務所より回答があり、回収率は3.4％であった。

※新築工事に回答して、改修工事に回答していない事務所を除外
※事務所調査のみに回答している事務所を除外

○業務量調査
・回答プロジェクト数（重複回答の削除等精査前の数字）
間取り変更を伴う戸建住宅の改修：94

省エネ計算を伴う断熱改修 ：15
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     【機密性２】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

＜単一類型の建築物 ※1＞ 

戸建住宅以外 

建築物の類型 

建築物の用途等 

合計 
第 1 類 

（標準的なもの） 
第 2 類 

（複雑な設計等を

必要とするもの） 

その他 

1.物流施設 148 43 0 191 

2.生産施設 157 104 3 264 

3.運動施設 27 9 0 36 

4.業務施設 326 199 7 532 

5.商業施設 107 29 4 140 

6.共同住宅 268 20 3 291 

7.教育施設 193 8 7 208 

8.専門的教育・研究施設 46 47 0 93 

9.宿泊施設 55 19 1 75 

10.医療施設 81 40 0 121 

11.福祉・厚生施設 304 9 5 318 

12.文化・交流・公益施設 118 84 1 203 

16.その他 14 4 31 49 

合計 1,844 615 62 2,521 

戸建住宅 

13.戸建住宅（詳細設計及び構

造計算を必要とするもの） 
247 

14.戸建住宅（詳細設計を必要

とするもの） 
192 

15.その他の戸建住宅 167 

16.その他 2 

合計 608 

 

＜複合類型の建築物 ※2＞ 

合計 335 

 

※1 単一類型：業務報酬基準別添二に示す 

「建築物の類型」が単一の建築物。 

「補完施設」は、補完する主たる用途に含まれる 

ものとする。 

※2 複合類型：業務報酬基準別添二に示す 2以上の 

「建築物の類型」で構成される建築物。 

２．前回中建審以降の検討状況



○ 業務報酬基準の策定にあたっては、原則として、今回の実態調査により得られたデータと
それを統計処理した結果を用いるという対応方針とする。

○ 本対応方針のもと、今回類型によってサンプル数が少ない中、説明力を高める方法として、
回帰式数をなるべく減らす（＝回帰式あたりのサンプル数を増やす）方向の工夫を講じる。
具体的には、1類・２類のデータをまとめた重回帰分析による統計処理を採用するなどの

方法を事務局より提示。

○ その上で、面積範囲が狭まる、２万㎡の部分の段差や空欄が生じるなど、上記の方法を
とっても残る課題に対しては、設計実態を踏まえつつ、解消に向けた対応策（補完方法）に
ついて事務局から提示。

○ なお、以上にあたっては、消費者にとって見直しの意図が分かりやすく、使いやすい業務報
酬基準となるよう留意する。
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２．前回中建審以降の検討状況

略算表の改正にあたり、調査対象が約４年分のプロジェクトであったため、類型によってはサンプル数が少なく、
従来の統計処理の方法では説明力が不十分な結果となるといった課題が発生。

このため、少ないサンプル数で統計的な説明力を高め、基準を設定できるよう、新たに重回帰分析を採用するな
ど、統計処理の方法に係る工夫を講じるとともに、残る課題について補完方法を検討中。

単一類型標準業務量設定にあたっての課題への対応方針
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１．業務量を左右すると考えられる説明変数を抽出

２．重回帰分析を行うにあたり、相関係数の高い説明変数の組合せを排除（多重共線性を回避）

※一般に相関係数０．７を超えるものが相関が高い、安全を見て０．６以上の組合せを排除

３．取り得る説明変数の組合せから、説明力が高くなる組合せを抽出（説明変数の影響度から判断）

※説明変数の影響度は、それぞれの偏回帰係数を標準誤差で割り戻した「ｔ値」により
影響度を測る

４．３．により決定した説明変数について、重回帰分析を行って標準業務量を算出する。

２．前回中建審以降の検討状況

戸建住宅の略算表については、以下の手順で類型設定・標準業務量の算出を行う。

＜回帰式のイメージ＞

y=a･ｘｂ･ｚ１
ｃ ｂ：床面積（ｘ）に係る回帰係数

ｚ１:構造種別（ダミー変数）
ｃ：ｚ１に係る回帰係数

ｙ:業務量（人・時間）
a：定数項
ｘ：床面積（㎡）

戸建住宅の類型設定（手順）

①延べ面積、
②構造種別（RC造、S造、木造（在来軸組）、木造（在来軸組以外）、その他）
③構造計算方法（壁量計算のみ、構造計算のみ、壁量計算＋構造計算）、
④階数（平屋、２階建て、３階建て）
⑤省エネ基準への適合有無、
⑥現行告示での建物類型（第１３類、第１４類、第１５類）

第１３類・・・戸建住宅（詳細設計及び構造計算を必要とするもの）
第１４類・・・戸建住宅（詳細設計を必要とするもの）
第１５類・・・その他の戸建住宅



時期 検討内容

令和４年12月19日
・改正検討状況等の中間審議

令和４年度第２回中央建築士審査会

３．今後の検討事項
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〇引き続き、以下について検討し、業務報酬基準（改正案）を策定。
・複合建築物の取扱いに関すること
・難易度の観点に複数該当する場合の取扱い等に関すること など

〇改正案のとりまとめに合わせ、次回に向けた課題として、以下についても検討を行う。
・BIMの業務の取扱いに関すること
・改修工事の設計等に関する業務報酬基準の整備に関すること
・工事監理業務の工事期間等による業務量の増減に関すること
・次回改定のタイミング など

令和４年度内
・単一類型の略算表（改正案）の決定

業務報酬基準検討委員会

令和５年度
・改正案の検討・審議

中央建築士審査会


